
(単位　円）

資産の部
科目 本年度末 前年度末 増減

　固定資産 106,834,797,544 106,638,293,639 196,503,905
　　有形固定資産 69,171,138,122 67,115,832,645 2,055,305,477
　　　土地 5,119,853,013 5,080,537,787 39,315,226
　　　建物 48,376,214,530 46,857,297,388 1,518,917,142
　　　構築物 2,783,546,701 2,712,717,692 70,829,009
　　　教育研究用機器備品 2,604,850,065 2,511,320,764 93,529,301
　　　その他の機器備品 127,953,645 58,721,711 69,231,934
　　　図書 9,624,410,369 9,467,503,616 156,906,753
　　　車輌 1,988,836 2,655,105 △ 666,269
　　　建設仮勘定 520,665,201 417,077,609 103,587,592
　　　船舶・舟艇 11,655,762 8,000,973 3,654,789
　　その他固定資産 37,663,659,422 39,522,460,994 △ 1,858,801,572
　　　電話加入権 12,535,826 12,806,710 △ 270,884
　　　施設利用権 1,396,738 1,568,224 △ 171,486
　　　有価証券 15,000,000 15,000,000 0
　　　収益事業元入金 15,000,000 15,000,000 0
　　　長期貸付金 112,897,472 105,244,931 7,652,541
　　　年金引当特定資産 6,075,807,644 5,725,984,863 349,822,781
　　　特定目的引当資産 28,872,608,807 31,145,248,451 △ 2,272,639,644
　　　第３号基本金引当資産 2,548,525,515 2,478,525,515 70,000,000
　　　長期前払金 0 7,076,562 △ 7,076,562
　　　商標権 382,270 585,815 △ 203,545
　　　意匠権 732,984 879,580 △ 146,596
　　　特許権 4,304,846 3,952,643 352,203
　　　出資金 200,000 200,000 0
　　　敷金 4,167,320 10,287,700 △ 6,120,380
　　　差入保証金 100,000 100,000 0
　流動資産 4,940,374,862 4,777,785,538 162,589,324
　　　現金預金 4,021,893,414 3,787,217,038 234,676,376
　　　未収入金 819,188,714 798,565,687 20,623,027
　　　短期貸付金 22,482,122 14,027,346 8,454,776
　　　前払金 41,414,895 148,802,691 △ 107,387,796
　　　立替金 2,187,240 1,483,120 704,120
　　　仮払金 33,208,477 27,689,656 5,518,821
資産の部合計 111,775,172,406 111,416,079,177 359,093,229

負債の部
科目 本年度末 前年度末 増減

　固定負債 28,678,811,340 28,637,603,274 41,208,066
　　長期借入金 14,205,414,751 14,523,861,380 △ 318,446,629
　　退職給与引当金 8,397,588,945 8,387,757,031 9,831,914
　　年金引当金 6,075,807,644 5,725,984,863 349,822,781
　流動負債 7,095,460,592 6,582,596,975 512,863,617
　　短期借入金 1,508,721,850 883,943,360 624,778,490
　　学校債 800,000 1,000,000 △ 200,000
　　未払金 546,799,185 571,430,082 △ 24,630,897
　　前受金 4,686,246,908 4,744,259,650 △ 58,012,742
　　預り金 352,892,649 381,963,883 △ 29,071,234
負債の部合計 35,774,271,932 35,220,200,249 554,071,683

基本金の部
科目 本年度末 前年度末 増減

　第１号基本金 88,502,166,646 84,218,806,357 4,283,360,289
　第３号基本金 2,548,525,515 2,478,525,515 70,000,000
　第４号基本金 2,349,691,612 2,235,867,236 113,824,376
基本金の部合計 93,400,383,773 88,933,199,108 4,467,184,665

貸借対照表
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消費収支差額の部
科目 本年度末 前年度末 増減

　翌年度繰越消費支出超過額 △ 17,399,483,299 △ 12,737,320,180 △ 4,662,163,119
消費収支差額の部合計 △ 17,399,483,299 △ 12,737,320,180 △ 4,662,163,119
負債の部、基本金の部及び消費収支差額の部合計 111,775,172,406 111,416,079,177 359,093,229
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注記  

1.重要な会計方針 

(1)引当金の計上基準 

徴収不能引当金 

金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。 

退職給与引当金 

① 大学

退職金の支給に備えるため、期末要支給額 7,155,437,384 円の 100％を基にして、私立大学退

職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入れ調整額を加減した金額を計上して

いる。

② 新座中学校・高等学校

退職金の支給に備えるため、埼玉県私学教職員福祉財団加入者については、期末要支給額

720,420,500円から同財団からの交付金相当額を控除した金額の 100％を計上し、私立大学退職

金財団加入者については、期末要支給額 327,054,200円の 100％を基にして、同財団に対する掛

金の累積額と交付金の累積額との繰入れ調整額を加減した金額を計上している。

③ 池袋中学校・高等学校及び小学校

退職金の支給に備えるため、期末要支給額 1,083,114,600円から、東京都私学財団よりの交付金

相当額を控除した金額の 100％を計上している。

④ 法人本部

退職金の支給に備えるため、期末要支給額 260,084,500円の 100％を基にして、私立大学退職

金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入れ調整額を加減した金額を計上してい

る。

年金引当金 

法人及び勤務員の拠出（以下「拠出額」という）による独自の年金制度が設けられており、給付額と積立 

額との差額を調整した年金引当特定資産の額と同額の年金引当金を計上している。 

(2)その他の重要な会計方針 

有価証券の評価基準及び評価方法 

移動平均法に基づく原価法である。 

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法 

  預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。 

2.重要な会計方針の変更等  

該当なし 

3.減価償却額の累計額の合計額   34,945,158,037円 

4.徴収不能引当金の合計額 23,958,451円 

5.担保に供されている資産の種類及び額 

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。 

土地 73,890平方メートル：帳簿価格    783,867,803円 

建物  31棟              ：帳簿価格 19,166,292,878円 

6.翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 15,590,986,227円 
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7.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項 

(1)有価証券の時価情報 （単位 円） 

当年度（2014（平成 26）年 3月 31日） 

貸借対照表計上額 時  価 差  額 

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 19,174,236,523 20,005,134,096 830,897,573 

（うち満期保有目的の債券） (0) (0) (0) 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 4,396,644,813 4,348,088,898 △48,555,915 

（うち満期保有目的の債券） (0) (0) (0) 

合 計 23,570,881,336 24,353,222,994 782,341,658 

（うち満期保有目的の債券） (0) (0) (0) 

 ※上記貸借対照表計上額は、特定目的引当資産 21,469,490,957円及び第 3号基本金引当資産 

2,101,390,379円である。 

 (2)学校法人の出資による会社に係る事項 

当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。 

①名称及び事業内容

株式会社 立教企画  施設貸出管理業及び駐車場賃貸管理業 

  損害保険代理業及び生命保険募集に関する業務 

  施設管理及び受付案内請負業 

  建物、建物付属設備の清掃請負業 

  労働者派遣事業法に基づく一般労働者派遣事業 

②資本金の額  30,000,000円 (200株) 

③学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式の入手日

 1997（平成  9）年 １月 14日  4,900,000円  98株 

 1998（平成 10）年 12月 18日 5,100,000円 102株 

合 計 10,000,000円 200株  100% 

④株式会社立教企画の子会社の状況

 １．株式会社 立教ファシリティマネジメント 

資本金 2,000万円 

主な事業内容 業務請負事業、不動産の活用・管理・運営業等 

 議決権の所有割合 100% 

 ２．株式会社 立教オフィスマネジメント 

資本金 2,000万円 

主な事業内容 損害保険代理事業、旅行業、業務請負事業等 

議決権の所有割合 100% 

⑤当期中に学校法人が当該会社及びその子会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引額

（単位 円） 

当該会社等からの受入額 
配 当 金 0 一 般 寄 附 金 70,000,000 

現物寄附金 0 賃 貸 料 273,000 

当該会社等への支払額 
清 掃 費 426,199,340 管 理 委 託 費 319,814,807 

委 託 費 734,092,738 そ の 他 経 費 479,047,448 

 (単位 円) 

期首残高     資金支出等     資金収入等     期末残高     

当該会社への出資金 10,000,000 0 0 10,000,000 

当該会社等への未払金 26,463,772 26,463,772 18,523,911 18,523,911 

⑥当該会社の債務に係る保証債務  学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。 
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(3)偶発債務 

  債務保証 

① 教職員の住宅資金借入 30,907,044円 

② 学生の入学時納入金充当のための銀行借入金  44,947,214円 

(4)当法人独自の年金制度における、2013（平成 25）年度決算見込みによる責任準備金は 42,849 百万円、年金

引当特定資産は 6,076百万円であり、その差額は 36,773百万円となっている。 

(5)所有権移転外ファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リースは次のと

おりである。 

①2009（平成 21）年 4月 1日以降に開始したリース取引

リース資産の種類  リース料総額  未経過リース料期末残高 

教育研究用機器備品  113,378,439円  60,212,728円 

その他の機器備品   22,762,307円   13,315,580円 

 ソフトウエア      0円 0円 

車  輌  11,441,436円    6,464,304円 

合  計   147,582,182円  79,992,612円 

②2009（平成 21）年 3月 31日以前に開始したリース取引

リース資産の種類  リース料総額  未経過リース料期末残高 

教育研究用機器備品   11,454,156円   738,108円 

その他の機器備品  0円    0円 

 ソフトウエア    0円    0円 

車  輌  0円    0円 

合  計  11,454,156円  738,108円 
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